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【調査研究の概要】 日米原子力協定に関わる事項について、米国側の各関係者・関係機関の過去及び現在の動

向について調査研究を行った。日米原子力協定は、日本と米国との間に締結された条約であるが、米国が他国と

締結する原子力協定とは異なり、日本に再処理をフリーハンドで認めている。 
 本調査研究は、日本の再処理政策ひいては原子力政策の根幹にある日米原子力協定が、2018 年 7 月が満期で

あることに着目し、米議会関係者への働きかけや日本国内での政策形成を試みる日本の各団体や関係者への情報

提供を目的とした調査である。 
 結果として、日米原子力協定は自動延長となったが、当団体の活動は目に見える形で結実した。2018 年 6 月

10 日、「米，プルトニウム削減を日本に要求 核不拡散で懸念 政府，上限制で理解を求める」という記事が日

経新聞の一面トップを飾った。そして、2018 年 7 月、原子力委員会が日本の保有プルトニウムを現在の水準を

上限として削減するとの方針（いわゆる「キャップ制」）を発表した。 
 この政策転換の背景には、我々が訪米活動及び対外的な発信を繰り返し行い、日本のプルトニウム蓄積につい

ての各ステークホルダーの動向を探りながら、日米間での情報交換を行ってきたことがあったと自負している。

【調査研究の経過】 

2018 年 6 月 24 日-7 月 2 日【訪米調査】日米原子力協定とプルトニウム問題に関する訪米活動・各ステークホルダーとの面談調査

7 月 12 日    【院内集会】「迫る日米原子力協定満期－課題と展望－」（原子力資料情報室と共催）開催 
7 月 15 日-29 日 【訪米調査】日米原子力協定とプルトニウム問題に関する訪米活動・各ステークホルダーとの面談調査

8 月 2 日    【院内集会】「再処理政策の経済性を問う」（原子力資料情報室と共催）開催 
11 月-2019 年 3 月 メディア・国会議員との意見交換、インタビュー 

【今後の展望など】 今後は，キャップ制という政府の決断に対し，脱再処理やプルトニウム削減をさらに前に

押し進めるべく，具体的に他国の経験等を示しながら具体的提言を行っていく。また，米国の対日政策・圧力等

に引き続き関心を持ち，具体的政策実現に向けた活動を継続していく。 
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2012年9月 民主党政権の閣議決定見送り 
「革新的エネルギー・環境戦略」 

①原発は2030年代にゼロ  

②再処理は続ける 

        

「閣議決定回避 米が要求／原発ゼロ『変更余地残せ』
（東京新聞2012年9月22日）」 

 

見落とされている米国の反応は： 

-閣議決定が現実化すれば、 

 プルトニウムは増え続ける 

-全量再処理の見直しは？ 

-この状態で原発ゼロ？ 

 



原発・再処理に対するアメリカの認識 
●47トンもの余剰プルトニウムを抱え、再処理を進めようとする日本 

 

●米国：原発と再処理の見解は分離 

 核不拡散＝安全保障問題 

 （原発推進派でも、安全保障上の観点から再処理反対の者が多い） 

 

●多数の米関係者がプルトニウム蓄積・再処理反対 

・核不拡散：中・韓・北・サウジから日本名指しの要求 

・核テロの危険性 

・経済性の欠如 

 

●日本：原発や核兵器に比べて、再処理に対する国民の意識が低い 

   原発・再処理＝エネルギー問題のみからの視点 

 



 

  日本の原発政策についての米発言者 
●１．原発関連・専門家グループ 

 原発は推進・再処理は明示には推進しない  

 日本とは業界としての深いつながり（NEI・濃縮ウランの輸出 等） 

●２．知日派グループ 

 原発は推進・再処理は意識的無関心？  

 ex.)アーミテージ報告書に再処理記載なし 

 日本世論・政界への強い影響力  

●３．核不拡散グループ 

 原発については立場は様々・再処理反対 

 日本へのパイプ無し  

 脱原発グループ？ 

 核兵器廃絶グループ？ 

 



   ワシントンへの 
    日本からの資金提供 

 

●日本政府からのシンクタンクへの資金提供 

 （例）CSISへの寄付 

   ：日本政府が毎年5000万円以上 

    日本企業（経団連・日立・三菱等） 

   ＋ 客員研究員 

     シンポ開催 

●知日派のいる大学へ各5億円寄付（平成26 or 27年度）  

 コロンビア・ジョージタウン・MIT 

●世界で一番多くのロビーイストをアメリカで雇う日本 

 日本政府 少なくとも29億円超（2016年） 

 



 



原子力協定 満期前夜 
トランプ政権となっての変化  

【オバマ政権】 

・核廃絶を目指す 

・トーマスカントリーマン前国務次官補  

 （２０１６年３月１７日 米議会にて） 

「すべての国がプルトニウム再処理の事業から撤退してくれれば、非
常に嬉しい（happy＝喜ばしい）」 

 

【トランプ氏と日米原子力協定】 

・小型核の開発など使える核兵器へ 

・アメリカは偉大な同盟国である日本を100％支持する 

 → 表立っての言及は控える方針 

・日本政府に対して懸念は何度となく伝えてきた（国務省） 

 

 

 



2015年－現在 

■ 米国政府 

■ 米連邦議会議員 

■ 有識者との意見交換 

■シンポジウムの開催 

・CSIS 

 （戦略国際問題研究所） 

・ブルッキングス研究所 

・連邦議会 

 

原子力資料情報室と 

連携しながら 

 

     米国への働きかけを行う 

 



 

 

 

CSIS(戦略国際問題研究所)シンポ 

（2017年9月ワシントン）  

「Nuclear Balancing Act in Japan After 2018」 

日米原子力協定の修正を期待するべき ではない。  
(中略) 
しかし、この協定期間満了 
という機会は政治的に正し 
いことをするのに絶好の 
機会だ。  
 
トーマス・カントリーマン  
前国務次官補 
 



2018年2月15日午前10時～ 米上院外交委員会にて 

（発言内容） 

• 日米原子力協定は再交渉されるべきではないのか？ 

• 日本の状態により、核不拡散の危険が 

生じるのではないか？ 

• 私は、日本で起きていることは 

この地域における核不拡散の危機を 

増加させると考える。 

 

 

 

    

 

エド・マーキー上院議員が議会にて質問 
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続いた米からの働きかけ（１） 
 

●認可法人『使用済燃料再処理機構』の設置（2016年10月） 

・機構の設置と､IAEAの厳格な保障措置の遵守でプルトニウムバラ
ンスを国がしっかり管理することを内外に示したいという意図。
（前資源エネルギー庁長官） 

⇔ 他方、資金面等で核燃サイクル政策を堅持 

→ 米側納得せず 

  

●2017年8月下旬 「プルトニウムの保有量は現在から増えないよ
うにしてもらいたい。削減の方針もよりクリアに示して欲しい」
（米大使館） 

再処理量のコントロールを求める 

  

●2017年9月「これからの（日米）原子力協定の議論は議会が鍵に
なる。プルトニウムを含めてきちんと説明できるようにしてもらい
たい」（アンドレア・ホールNSC核不拡散担当） 

  



  続いた米からの働きかけ（２） 

●2017年12月「北朝鮮の核問題は予断を許さない。日本と原子力政
策でもめているのを国際的に見せるのは有益ではない」（ホワイトハ
ウス） 

→ 原子力協定の見直し意思なし。議会が厳しく、有期延長不可能。 

  

●2018年1月16日以降（自動延長決定以降）も要求続く 

米側：モメンタムは7月16日 

  

●2018年6月上旬  

エネルギー基本計画原案には入らなかったため、米大使館を通じて、
経産省に対してプル削減明記要求 

→ 外務省へ  

→ 外務省の強い要望で基本計画への反映 

新指針は米国が日本に寄せた懸念を払拭するためのもの 

 

 



2018年6月10日日経新聞1面 

180610 日本経済新聞 



2018年7月16日 日米原子力協定 自動延長 
＜日本の専門家＞ 

 正式な延長手続や新協定締結の手続をとって安定させるべきだ
が米議会を通すのは困難 

 自動延長が現時点では最善 

 

＜米国の専門家＞ 

 米国内の議論は活発ではない（1988年のトラウマ） 

 日本は重要なビジネスパートナー 

 中国・北の脅威に対抗する日米同盟 

 既に日本に認めてしまった権利 

 

＊プルトニウム問題の対応 

→協定改定以外の手段をとる 



日本の政策変化へ ２０１８年７月 

●7月3日【第5次エネルギー基本計画】 

プルトニウムの保有量の削減に取り組む 

  

●7月31日 【我が国におけるプルトニウム利用の基本的な考
え方】原子力委員会決定 

「プルトニウム保有量を減少させる。プルトニウム保有量は､
以下の措置の実現に基づき、現在の水準を超えることはない」 

  

※「外務省の強い要望があった」（資源エネルギー庁室長） 

※米国から寄せられた懸念を払拭するためのもので、日本の原
子力政策がいかに米国に依拠しその配慮へ苦心しているかを浮
き彫りにするものともいえる。 

 



シンポ「迫る日米原子力協定満期 

－課題と展望ー」7月12日 



シンポ「再処理政策の経済性を問う」        

2019年8月2日            



 

今後の状況・課題 

 ・プルトニウム削減の具体的方法、行程はいかなるものか 

・プルサーマルでの削減は多くの原発が停止しており困難 

・直接「処分」の方法の検討は？ 

・英国への有償引き取りは？ 

・全量再処理政策は堅持？ 

・廃炉作業中の「ふげん」の使用済み燃料のフランス搬出計
画あり、さらに再処理してプルトニウム（全量処理で約1.3
トン）を取り出す方針は矛盾がないか 

 

・原子力協定満期＝米からの6ヶ月前通告による終了が可能 

 

【目標】六か所再処理工場をモラトリアム（無期限停止）と
し、プルトニウム対応を考えるための国際フォーラムを作る
外相合意などを 

 

 


